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自己紹介

●2000年～ 新潟国際情報大学（国際学部）に勤務

担当：平和学 国際政治学 グローバル・デモクラシー論 など。

●2008～09年 カリフォルニア大バークリー校 客員研究員

（エネルギー政治の先端を調査）

～ 2011年3月11日 東日本大震災 福島第一原発事故 ～

●2014年9月～ おらってにいがた市民エネルギ―協議会 共同代表

●2014年～2016年 日本平和学会 会長（第21期）

●2015年～ 市民連合＠新潟 共同代表（2023年～市民連合（全国）運営委員）

●2017年～2023年 新潟県原発検証委員会 避難委員会 副委員長（検証総括委員）

2023年～ 「市民検証委員会」 共同代表

（2024年～ 「柏崎刈羽原発再稼動の是非を県民投票で決める会 」顧問）
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構造的暴力を越える道

日本のエネルギー政治は、今どこに向かっているのか？



2022年12月「安保関連3文書」閣議決定 2023年 第211回通常国会

●軍拡財源法（防衛財源確保特別措置法）

●軍需産業支援法

●原発推進束ね５法（GX電源法+再エネ特措法）

●改悪入管法

●改定マイナンバー法

●LGBT法 ……。

国家主義を強化する日本

●国立大学法人法改正

●経済安保法

●地方自治法改正



周回遅れのエネルギー基本計画／出口のない原発推進計画
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● 原発は依然として、「ベースロード電源」として2030年に、20-22% とされている。
「脱炭素電源」というレトリック

● これは、もし新しい原発建設をしないとすれば、40年以上を過ぎたすべての
既存の原発施設も再稼動が前提になる。（60年以上も運転可能に。）

cf. 原発を新増設するための議員連盟が発足（稲田朋美会長・安倍晋三顧問） 2021年4月

● 再生可能エネルギーは、極端に制限されている。
世界からの著しい立ち遅れ。

GX脱炭素電源束ね法案可決。 2023年4月27日
自民、公明、日本維新の会、国民民主党 賛成。

廃炉になった高速増殖炉もんじゅ＠敦賀市完成しない青森県六ケ所村再処理工場

●「核のゴミ」の問題は
未解決のまま



2024総選挙――代表選でも争点にならなかった安保法制と原発問題

自民党 立憲民主党

「おじさんの詰め合わせ」
「マッチというよりマッチョ」

裏金政治や旧統一教会問題追及する気全くナシ。

組織（連合）忖度と「紅一点」

★「中道保守」？
日本の政治は依然として、市民ではなく、
組織と企業が牛耳っているという現実。

市民政治（参加民主主義）の欠如。

集団的自衛権？
維新との連携？

安全性の確認と地元の理
解が得られれば、原発再
稼働はあり得る。

核共有！？
東アジア版NATO？
原発新増設を含めあら
ゆる選択肢を排除せず。



国民民主党の原発推進姿勢 2024年11月27日

玉木代表は、首相官邸に石破首相を訪ね、原子力発電所の稼働や建て替え、増設
といった活用方法を政府の新たなエネルギー基本計画に明記するよう要請。野党
党首としては異例の事態。

現在の計画で「可能な限り依存度を低減する」とした原子力について「低減では
なく最大限活用し、バランスの取れた計画を策定してほしい」と求めた。

原発の最大活用！
原発の建て替え・新増設を！



着々と進む原発再稼働への舗装

●2024年９月、東京電力は、青森県むつ市にある
国内初の使用済み核燃料中間貯蔵施設（ ）に向
け、柏崎刈羽原発の使用済み核燃料69体を搬出。

花角知事も桜井市長も、政府に避難道路の整備
を要望。＝ 地元振興とリスクの交換

●2025年６月25日、東京電力は先行して準備
を進めてきた７号機に代わり、６号機の再稼働
を優先することを発表。

●7月2日、柏崎市の桜井雅浩市長は、条件が整った
上で東電から要請があった際には、7号機と同様に
再稼働を受け入れる意向を発表。 保留？

●2024年4月15日から７号機の燃料装荷を開始

●2025年6月10日から6号機の燃料装荷を開始
６月21日装填完了

●2025年3月11日 東電の武黒一郎元副社長（78）
と武藤栄元副社長（74）最高裁無罪確定。



構造的暴力を越える道
「国策」としての原発に抗して。

礎（いしずえ）としての新潟県民の闘い。

★ 柏崎刈羽原発反対運動（1960s終わり～現在まで）

★ 巻町住民投票（1996年）



新潟の反原発運動は、日本における真の「民主主義」とは何か、
という問いを突き付けた。

１９１８－９３（Prime Minister of 

Japan 1972-74）

● 「日本列島改造論」）- 1972

● 資源エネルギー庁) – 1973

● 「電源三法」 - 1974

● ロッキード事件 ‐1976 

★「政治は生活」（田中角栄のリアリズム）。
雪に閉ざされた田舎に〈利益〉を配分したという開発主義
の功績（光）と、未来世代の生活・生命のリスク、そして
「原発型社会」（中央依存型社会）を生み出してしまった
という影の側面。



構造的暴力を越える道

「３・１１」後の脱原発運動



７２,０２７筆
（有効：６８,３５３筆）

２０１２年



２０１６年 新潟県知事選挙――再稼働の是非が争点に。
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約6万票の差をつけて勝利！ 事実上の住民投票
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投票率
53.05%



新潟県原発検証委員会（2017年～）の誕生。
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↑
「ボトムアップ」による熟議の設計

エネルギー民主主義の挑戦

「有識者会議」や「住民説明会」
とは全く異なる原理！



「検証総括委員会」の委員（7名）

●池内 了（名古屋大学名誉教授） 【委員長】

●中島 健 （京都大学原子炉実験所 副所長） 【副委員長】

●藤澤 延行 (新潟大学自然科学系（工学部）教授)

●鈴木 宏 （新潟青陵大学 副学長）

●松井 克浩 （新潟大学副学長 人文学部教授）

●関谷 直也（東京大学大学院情報学環総合防災情 報研究センター 特任准教授）

●佐々木 寛（新潟国際情報大学 国際学部教授）
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「3・11」（福島原発事故）のそれまでの４検証

● 政府事故調 【畑村洋太郎】委員長 ⇒ 2012年7月終了。

※「吉田調書」

● 国会事故調 【黒川清】委員長 ⇒ 2012年10月終了。

● 民間事故調（福島原発事故独立検証委員会）

日本再建イニシアチブ【船橋洋一】理事長・【北澤宏一】委員長 ⇒ 2012年2月終了。

cf. その他、「大前レポート」 etc.

● 東電事故調 ⇒ 2012年6月終了。

 ★ すべて2012年中に終了。それ以降、包括的な検証はなされてこなかった。

また、どれも、＜中央＞による検証。

新潟県原発検証委員会は、＜地域＞からのボトムアップの検証の試み。

「新潟県民のための検証」（池内了 検証総括委員長）
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しかし！米山知事辞任―驚くほど準備が早かった相手陣営 ２０１８年知事選
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●市民による政治家監視の限界

●政治的決断の困難

●国家権力の影



19 546670票509568票

惜敗！（37,102票差）。



「争点隠し」と「抱き着き」戦略 ～ 検証委員会は公約に。
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それでも、新潟県原発検証委員会（2017年～）は生き残った…。
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※ 対抗勢力（オポジション）の重要性。 ex. 柏崎市長選（２０２０年）



新潟県知事に向けた署名活動の開始（2021年３月～）
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「原発再稼動の是非を決める
際には、公約を守り、わたし
たち県民の声をしっかり聞い
てください」

●「三つの検証」は期限を切らずに
●検証の過程で住民の声を
●県民の信を問うという公約を守って

県議会の承認だけではダメです



東電「適格性」への疑い――再稼動日程「未定」に

●  2020年９月20日 IDカード不正使用 ※ テロリズム問題！

〇 同年９月23日 規制委員会が東電の「適格性」を承認

〇 同年 ９月30日 規制委員会が東電の保安規定を認可 国の審査終了

● 2021年１月13日 東電、安全対策工事完了と発表

-----------------------------------------------------

● 同年１月23日 IDカード不正使用問題が発覚

● 同年１月27日 6・7号機共用の中央制御室で工事の一部未完了が判明

● 同年２月15日 東電、7号機原子炉建屋の火災感知器設置工事の未完了を発表

● 同年２月26日 東電、7号機原子炉建屋の配管周辺の止水工事未完了を発表

● 同年３月３日  東電、7号機中枢建屋火災防護対策工事未完了を発表

● 同年6月10日   東電 ７号機の安全対策工事、新たに７２カ所で工事漏れが判明したと発表…。

自民党県連・地元商工会議所・柏崎市長からも強い批判。                                       

（ex.新潟柏崎発 東電設置許可取り消しを求める署名）
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以後現在まで（タイミングよく）止めどない不祥事…。



他方で、加速する再稼働への動き（2020年秋～）

24

●東京商工会議所の三村明夫会頭の柏崎訪問
（2020.12.14.）

●資源エネルギー庁幹部の度重なる訪問（１年で80回。
2020年９月が最も多い15回、次いで10月が11回）

☚

●技術委員会の委員不再任問題
「高齢」が理由だが、原発に厳しい意見を言っていた
委員の不再任（2021.1.～）

●技術委員会の２つの小委員会における委員不在問題
（2021.4.～）

●県議会で自民県議が池内了検証総括委員長を批判
（2020.12.14.）

池内了 検証総括委員長

●避難委員会で県の「取りまとめ」方針の表明と、
委員からの強い反対 「幕引き」を図る県の姿勢
（2020.12.22.）

●科学的立場から、最終的に再
稼動の是非についての「参考意
見」を述べます。

●タウンミーティングのような
住民の声を反映させた検証にし
たいと思います。

●検証は最短でも2022年までは
かかるでしょう。



４委員会の進捗と総括委員会の機能不全

● 検証総括委員会 委員長 【池内了】 副委員長 【中島健】      2回！

------------------------------------------------------------------------------------------

● 技術委員会 座長 【中島健】 座長代理 【藤澤延行】    26回

※ 他に多くの課題別ディスカッション

● 生活委員会

健康分科会 分科会座長 【鈴木宏】 分科会副座長 【中村和利】    11回

生活分科会 分科会座長 【松井克浩】 分科会副座長 【除本理史】  9回

● 避難委員会 委員長 【関谷直也】 副委員長 【佐々木寛】    24回

●技術委員会：福島事故検証報告書提出（2020.12.26.）
 ●生活分科会：検証のとりまとめ知事へ報告（2021.1.7.）

 ●避難委員会：検証報告書提出（2022.9.21.）25

開催回数（視察含む。2023.3.12.現在）



再び、再稼動への機運。2022年～

目標は、2023年７月。

片山啓 原子力規制庁長官小早川智明 東電社長

萩生田光一 経済産業大臣

山中伸介 規制委員会委員長

任期中に再稼働を認
める可能性は当然あ
り得る。（2018年）

国が前面に立ち、地元の
理解を得ながら再稼働を
進める。

グリーントランス
フォーメーション
（GX）実行会議

運転期間は政府にお任せ。

岸田総理

花角知事

老朽原発60年超運転もOK!



2023年3月29日。池内了 新潟県原発検証総括委員会委員長の解任

解任を受けた記者会見 1：00PM～

10：00AM～

VS.



「原発市民検証キャラバン」の始動。（2023年6月～）
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若いファシリテーターたちの活躍

★ 「池内特別検証報告」

行政が放棄した、県民の県民による
県民のための検証を自ら行う。



歴史的な試みとしての「原発市民検証委員会」
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バートランド・ラッセルの「民衆法廷」の試み
に学ぶ。

＜2023年＠新潟 キャラバン＞

●柏崎 ５月７日（相談会）
●新潟 ６月３日（キック・オフ）
●新発田 ７月８日
●上越 ７月29日
●三条 ７月30日
●糸魚川 ８月26日
●長岡  ８月27日
●十日町 ９月17日
●南魚沼 10月１日
●佐渡 10月15日
●小千谷 11月23日 ……

人道に反する罪・沈黙の罪・真理の生成
実践的真理



2024年1月1日
能登半島地震

志賀（しか）原発

→ 停止

珠洲（すず）原発

→ 実現せず



2024年～「市民検証委員会」避難シミュレーションに基づくＷＳ

『毎日新聞』 2024.9.15．

次回は、
＠柏崎！

避難の問題を当事者として考える。



市民検証委員会が明らかにした「原発再稼働経済波及効果」のウソ

新潟県が2024年4月に公表した柏崎刈羽原発再稼働の経済波及効果（by 野村総研）について。

10年間で4396億円

●「経済波及効果は、あたかも科学的な根拠があるように見せることができるが、万能なご宣託ではない」「万博
を開催したり、原発を動かせば経済的な効果があるのは当然で、かかっている費用が多ければ効果も大きくなる。
同じ費用をかけて別のことをしたらどうなるのかといった比較をしなければ政策選択の材料にはならず、政策の方
向性を間違えることにつながりかねない」 大島堅一（龍谷大学教授）

●「選択肢の決め方や範囲が限定的。不十分な経済指標や計算方法のみで優劣を判断するのはミスリーディング。
新潟県が出した数字だけを見て、再稼働したほうがいいと考えるのは危ない」「県が使用したデータは2015年のも
ので必ずしも現状を反映しているとは言えず、正確性に限界がある」「立地自治体のリスクを無視した経済効果」
「10年間での数字で大きな金額の印象を与えている」「単年で考えると効果は県内総生産の0.5％程度。」

明日香壽川（東北大学教授）

●「地元の柏崎市と県内の同規模の自治体を比較すると、建設業で顕著な効果が見られたが、サービス業などはほ
とんど差は見られない。逆に見劣りする業種もある」「「過去数十年間の実データを見ると、実際に効果が出てい
ない事実がわかる。所得面でも不振が目立つ」「「専門的で特殊な原発産業が地元経済とつながっていけるという
のは幻想でしかない。再稼働しても、電力事業者だけが利益を上げ、負担は国民が負うという構造が再生産される
だけだ」 藤堂史明（新潟大学教授）



市民検証委員会が明らかにした
佐渡島における避難の困難性

2025年３月２１日



2024年 「市民検証委員会」から生まれた、

柏崎刈羽原発再稼働の是非を県民投票で決める会

県民投票条例特別請求運動。

9月現在：

世話人 10名

請求代表者 119名

受任者（目標）10,000人

※必要署名数 36,000

巻町住民投票（1996）、みんなで決める会（2012年）以来



ついに15万筆突破！ 2025年1月7日

最終的に、有効：143,192筆

2024年10月2日

← 天候の悪い日でも、新潟各地で、一人ひとり、名前と
住所を署名していただいた。



2025年３月２７日
署名本請求

３月28日 知事と面談

← 2025年３月13日
県議会議長と県知事への要望



2025年 ４月１６～１８日の臨時県議会での
審議 条例案否決。



10月7日 社会民主党 10月8日 立憲民主党

10月7日 沖縄の風

●福島瑞穂 党首↓

●野田佳彦 党首↓

●伊波洋一 幹事長 ↑

2024年総選挙における立憲野党の原発政策――市民連合の役割

10月7日 日本共産党

●田村智子 委員長↓



政策合意内容

2023年12月7日の政策合意内容に、金権政治への対策を加え、
作成。

●市民連合は立憲主義の回復と安保法制の廃止を求めて国政
選挙を闘ってきた。

●憲法9条や専守防衛を逸脱する集団的自衛権の行使・敵基地
攻撃能力の保有を容認しない。辺野古新基地建設の反対。核
兵器廃絶を目指す

●逆進性の強い税制の是正など、市民の生活を守る経済政策

●選択的夫婦別姓制度や同性婚制度など、誰もが個人として
尊重されるジェンダー平等と人権保障

●気候変動対策の強化と、原発にも化石燃料にも頼らない
エネルギーへの転換

●権力の私物化を止める。金券腐敗・裏金の実態、統一教会
との癒着の実態を明らかにし、厳正に対処する



2025年参院選に向けて

６月13日 立憲民主党

６月10日 日本共産党

６月９日 社会民主党

「化石燃料や原子力に依存しないエネルギー
転換を実現する。」 



2025年 参院選に向けて

市民連合＠新潟――2025年２月28日 政策協定

「本気の“原発ゼロ”に向き合う」！



その他の県内異議申し立て

● UPZ議員研究会

● 原発立地自治体以外の自治体首長の発信

ex：長岡市の磯田達伸市長は2025年6月10日、

「時間をかけて、市民、県民の思いを把握してもらいたい」

● 裁判（本訴）



構造的暴力を越える道「地元同意」の政治学

花角知事「県民の意思を見極め、リーダーとして結論を出し、
その判断について県民の意思を確認する」

「同意」を演出するいくつかの政治的措置



①防災対策検討会—―避難委員会の取り残しをカバーする。

2024年５月30日、能登半島地震を踏まえ、大規模な自然災害と
原発事故が重なった場合の避難方法を議論する防災対策検討会を
設置。委員は１０人。東大大学院の関谷直也教授（災害情報論）
ら専門家や、東京電力柏崎刈羽原発が立地する同県柏崎市の危機
管理担当職員らが務めた。



②説明会—―「検証」や「対話」ではなく。

国と同県は2025年６月1日、県内9会場とオンラインで県民向け
説明会を開催した。県民が同原発への理解を深め、再稼働の是非
を考える環境を整えることが目的。説明会には、原子力規制庁、
内閣府、県の担当者が出席。会場とオンラインを合わせて約130
人が参加した。６月７日には第2回目を実施。



③公聴会—―知事が県民の「意思」を見極める？

花角英世・新潟県知事が東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に対する県民の
意思を「見極める」ための「公聴会」が2025年６月29日、原発立地の
柏崎市などを対象に開かれた。一般的な公聴会は原則公開されるが、こ
の「公聴会」は開催会場は公開されず、一般傍聴もなく、報道取材はオ
ンラインの画面越しに意見聴取する様子のみ。知事も出席せず、著しく
制限された「公聴会」。「公聴会」は8月末までに県内5カ所で開かれ、
６月29日はその初回。ただ、８月に予定する３会場で30代以下の応募
が１人もいなかった。



構造的暴力を越える道

ご清聴ありがとうございました。

結論： 来年県知事選が勝負。
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